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①特定施設/除害施設の概要

「特定施設」と「特定事業場」と「除害施設」
下水道法における「特定施設」とは、人の健康及び生活環境に被害を生ずるおそれのある物質を含む汚水や

廃液を排水する施設（第11条の2第2項）として、水質汚濁防止法及びダイオキシン類対策特別措置法（以下、
水濁法等という。）で規定されており、100種類以上の施設が該当します。また、特定施設を有する事業場又
は工場が「特定事業場」として取り扱われることとなります。
特定事業場から公共下水道に排水することで、下水道法による特定施設の基準が適用されます。合流地域の

場合には、雨水も公共下水道に排水されるため、汚水を排水していない場合でも、特定施設を設置していれば
公共下水道に排水していることになるためご注意ください。また、特定施設の設置に際しては、事前の届出義
務があります。
また、基準に適合しない水質の下水を継続して公共下水道に排除するときは、「除害施設」の設置が必要で

す。

ガソリンスタンドを例に考えると…

🚘

自動式車両洗浄施設
（特定施設）

🚘

GS
特定事業場

オイルトラップ

除害施設 公共下水道 2



②水質汚濁防止法で規定する特定施設とは

…

水質汚濁防止法上の特定施設は、
業種分類により規定されています。

※詳細は東京都下水道局HPをご確認ください。
※業種の判断方法：日本産業分類を参考に
判断してください。

適用となるかどうか、また適用となる業種が
曖昧な場合は、下水道課までご相談ください。

引用元：東京都下水道局HP
（https://www.gesui.metro.tokyo.lg.jp/contractor/d
4/information/4tokuteisisetu/index.html）

水質汚濁防止法上の特定施設
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③特定施設に係る法体系

水質汚濁防止法に規定する
特定施設

ダイオキシン類対策特別措置法
に規定する特定施設

下水道法に規定する
特定施設

＋ ＝

特定施設

水質汚濁防止法
ダイオキシン類
対策特別措置法

下水道法

事業者

水濁法等に該当する
特定施設を設置する。

分流地域合流地域

水濁法等に基づく特定施設設置届
届出先：東京都多摩環境事務所
下水道法に基づく特定施設設置届
届出先：武蔵野市役所（下水道課）

下水道法に基づく
特定施設設置届

届出先：武蔵野市役所
（下水道課）

水濁法等に基づく
特定施設設置届

届出先：東京都多摩環境事務所

有害物質使用特定施設
又は

有害物質貯蔵指定施設
を設置する。

汚水を排水する

汚水を排水
しない

4
※水濁法に関する届出については東京都多摩環境事務所にお問い合わせください。



区分 届出の種類 届出の内容 届出の期間 罰則

公共下水道を使用開始する場合
（排水量が最も多い日で50㎥を
超える場合/汚水の水質が1項目
でも基準に適合しない場合）/水
量・水質を変更する場合

公共下水道使用開始
（変更）届

①排除場所・排水口数
②排出汚水の水量・水質
③開始（変更）年月日
④処理方法・処理名称 あらかじめ

20万円以下の罰
金（法49条）

上記に該当しない特定施設設置者
が公共下水道を使用開始する場合

公共下水道使用開始
届

①排除場所、排水口数
②開始年月日
③特定施設の種類

水質管理責任者を選任又は変更し
た場合

水質管理責任者選任
（変更）等届出書

水質管理責任者の住所・
所属・役職・資格情報

選任後すみやかに

新たに特定施設を設置し、公共下
水道へ排水する場合

特定施設設置届出書

(1)氏名・名称・住所・
代表者の氏名(法人)

(2)工場又は事業場の名称・
所在地

(3)特定施設の種類
(4)特定施設の構造
(5)特定施設の使用の方法
(6)特定施設から排出される

汚水の処理方法
(7)公共下水道に排除される

下水の量・水質・
用水及び排水の系統

設置工事着工の60日前まで
（実施制限期間※60日）

3か月以下の懲役
又は20万円以下
の罰金
両罰規定有り（法
47条の2）

公共下水道に排水している事業場
で、既に設置されている施設が法
令改正等で新たに特定施設として
指定された場合 特定施設使用届出書

当該施設が特定施設となっ
た日から30日以内

20万円以下の罰
金（法49条）

既に特定施設を設置している事業
場で、新たに公共下水道へ排水す
る場合

公共下水道を使用する日か
ら30日以内

届出に記載の(4)～(7)の事項を変
更する場合

特定施設の構造等変
更届出書

設置変更工事着工の60日前
まで
（実施制限期間※60日）

3か月以下の懲役
又は20万円以下
の罰金
両罰規定有り（法
47条の2）

特定施設の設置又は使用方法の変
更が完了した場合

特定施設・除害施設
工事等完了届出書

完了した事項 完了した日から5日以内
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④特定施設に係る届出事項一覧（1/2）

http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/siyoukaisi202108.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/tokuteiyousiyoukaisi202108.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/youshiki_14_202105.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/tokuteisetti202108.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/tokuteisetti202108.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/tokuteisetti202108.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/youshiki_13_202105.pdf


④特定施設に係る届出事項一覧（2/2）

※実施制限期間
特定施設の設置及び構造等の変更を行う場合、届出受理後60日経過後でなければ着工できません。
届出内容が不適正なときは、計画変更（廃止）命令又は計画変更指示を行うことがあります。
ただし、内容に応じてこの期間を短縮することができます。
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区分 届出の種類 届出の内容 届出の期間 罰則

届出に記載の(1)又は(2)の事項
を変更する場合

氏名変更等届出書 変更の内容等
変更があった日から30日
以内

10万円以下の過料
（法51条）

特定施設の使用を廃止する場合
特定施設使用廃止届
出書

廃止した特定施設
使用を廃止した日から30
日以内

特定施設を譲り受け、又は借受、
相続、合併等により届出者の地
位を承継した場合

承継届出書 承継の原因
承継があった日から30日
以内

http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/tokuteisimei.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/tokuteihaisi.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/tokuteisyokei.pdf


⑤除害施設の概要

工場、事業場からの排水は、下水排除基準に適合させる必要があります。基準に適合させるためには、まず
次のことを検討してください。

1.製造方法、工程等を工夫する。
2.薬品、原材料の使用方法を工夫する。また、これらの使用量を削減する。
3.廃液を回収し、処理業者へ処理を委託する。

これらの方法によっても排水を下水排除基準に適合できない場合には、除害施設を設置して排水処理を行う
必要があります。

…
詳細は武蔵野市HP「下水道法に基づ
く特定施設・除害施設」の「下水排
除基準」をご確認ください
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http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/haijyokijyun.pdf


⑥除害施設に係る届出事項一覧
区分 届出の種類 届出の内容 届出の期間 罰則

水質管理責任者を選任又
は変更した場合

水質管理責任者選任
（変更）等届出書

水質管理責任者の住所、所属、
役職、資格情報

選任後すみやかに

新たに除害施設を設置す
る場合

除害施設の新設等
及び使用の方法の
変更届出書

(1)氏名・名称・住所・
代表者の氏名(法人)

(2)工場又は事業場の名称・
所在地

(3)工場又は事業場の概要
(4)除害施設の構造・

使用の方法

設置工事着工の60日前まで
（実施制限期間※60日）

5万円以下の過
料（市条例第
30条）届出に記載の(4)の事項を

変更する場合

除害施設の設置又は使用
方法の変更が完了した場
合

特定施設・除害施設工
事等完了届出書

完了した事項 完了した日から5日以内

届出に記載の(1)～(3)の
事項を変更する場合

氏名変更等届出書 変更の内容等 変更があった日から30日以内

5万円以下の過
料（市条例第
30条）

除害施設の使用を廃止
（休止）する場合

除害施設使用廃止（休
止）届出書

廃止した除害施設 使用を廃止した日から30日以内

除害施設の所有権又は使
用の権利を承継した場合

承継届出書 承継の原因 承継があった日から30日以内
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※実施制限期間
除害施設の設置及び構造等の変更を行う場合、届出受理後60日経過後でなければ着工できません。
届出内容が不適正なときは、計画変更（廃止）命令又は計画変更指示を行うことがあります。
ただし、内容に応じてこの期間を短縮することができます。

http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/youshiki_14_202105.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/youshiki_6_202105.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/youshiki_6_202105.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/youshiki_6_202105.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/youshiki_13_202105.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/youshiki_8_202105.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/yoshiki_9_202105.pdf
http://www.city.musashino.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/851/youshiki_12_202105.pdf


⑦特定施設・除害施設に係る届出（フロー）(1/2)

事業場

★公共下水道へ排水する事業者は、下記フローに基づいて、必要な届出事項を確認してください。

公共下水道に接続する
（している）

特定施設を新規
設置する

事業場⇒特定事業場

YES

YES

事業場⇒特定事業場

NO（既に設置している）
除害施設を新規

設置する

特定施設に該当する
施設を設置する

YES

NO

NO

届出① 届出② 届出④ 届出⑤

YES

届出不要
NO

除害施設を新規
設置する

YES

届出③

NO

事業場⇒特定事業場

※水濁法上の届出の必要可否は
別途確認が必要です
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⑦特定施設・除害施設に係る届出（フロー）(2/2)

届出① 新たに特定施設・除害施設を設置し、公共下水道に排水する場合
届出② 新たに特定施設を設置し、公共下水道に排水する場合
届出③ 既に特定施設を設置している事業場で、新たに公共下水道へ排水することになった場合
届出④ 特定施設に該当しない事業場で、除害施設を設置し、公共下水道へ排水する場合
届出⑤ 特定施設に該当しない事業場で、除害施設を設置せずに、公共下水道へ排水する場合

届出区分
下水道法及び下水道条例（届出先：武蔵野市下水道課）

特定施設に関するもの 除害施設に関するもの その他

①
新たに特定施設・除害施設を設置し、
公共下水道に排水する場合

・特定施設設置届出書 ・除害施設設置届

・公共下水道使用開始（変更）届
/公共下水道使用開始届
※いずれか必要な方

・水質管理責任者選任（変更）等
届出書

・特定施設・除害施設工事等完了届出書（完了後）

②
新たに特定施設を設置し、
公共下水道に排水する場合

・特定施設設置届出書
・特定施設・除害施設工事
等完了届出書（完了後）

③
既に特定施設を設置している事業場で、
新たに公共下水道へ排水することに
なった場合

・特定施設使用届出書
・公共下水道使用開始（変更）届

/公共下水道使用開始届
※いずれか必要な方

④
特定施設に該当しない事業場で、
除害施設を設置し、
公共下水道へ排水する場合

・除害施設設置届
・特定施設・除害施設
工事等完了届出書
（完了後）

・公共下水道使用開始（変更）届
※不要な場合あり

・水質管理責任者選任（変更）等
届出書

⑤
特定施設に該当しない事業場で、
除害施設を設置せずに、
公共下水道へ排水する場合

・公共下水道使用開始（変更）届
※不要な場合あり

10



⑧-1 届出書類一覧（届出①の場合）
届出① 新たに特定施設・除害施設を設置し、公共下水道に排水する場合

■工事着工予定日の60日前まで

■完了後

案内図、構造図等

別紙1～5

特定施設設置届出書

特定施設設置 除害施設設置

公共下水道使用開始
（変更）届/公共下
水道使用開始届

特定施設・除害施設
工事等完了届出書

■あらかじめ（使用開始前）
資格証の写し
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水質管理責任者選任
（変更）等届出書

■選任後すみやかに

汚水処理工程図

除害施設の仕様構造

水質試験成績書

製造工程

案内図、配置図、平
面図等

除害施設の新設等及
び使用の方法の変更
届出書



⑧-2 届出書類一覧（届出②の場合）
届出② 新たに特定施設を設置し、公共下水道に排水する場合
（※特定施設に該当するが、除害施設を設置しなくても下水排除基準を超えない場合）

■工事着工予定日の60日前まで ■完了後 ■あらかじめ（使用開始前）

公共下水道使用開始
（変更）届/公共下
水道使用開始届

特定施設・除害施設
工事等完了届出書
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資格証の写し

水質管理責任者選任
（変更）等届出書

■選任後すみやかに

案内図、構造図等

別紙1～5

特定施設設置届出書

特定施設設置



案内図、構造図等

別紙1～5

届出③ 既に特定施設を設置している事業場で、新たに公共下水道へ排水することになった場合

■使用する日から30日以内 ■あらかじめ（使用開始前）

⑧-3 届出書類一覧（届出③の場合）

特定施設使用届出書

特定施設使用

公共下水道使用開始
（変更）届/公共下
水道使用開始届

※除害施設を新設する場合には別途届出が必要です。
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汚水処理工程図

⑧-4 届出書類一覧（届出④・⑤の場合）
届出④ 特定施設に該当しない事業場で、除害施設を設置し、公共下水道へ排水する場合

■工事着工予定日の60日前まで ■完了後 ■あらかじめ（使用開始前）

除害施設設置
公共下水道使用開始
（変更）届

特定施設・除害施設
工事等完了届出書

届出⑤ 特定施設に該当しない事業場で、
除害施設も設置せずに、
公共下水道へ排水する場合
■あらかじめ（使用開始前）

公共下水道使用開始
（変更）届
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※①排水量が最も多い日で50㎥を超える
②汚水の水質が1項目でも基準に適合しない
のいずれかに該当する場合にのみ提出が必要です

資格証の写し

水質管理責任者選任
（変更）等届出書

■選任後すみやかに

除害施設の仕様構造

水質試験成績書

製造工程

案内図、配置図、平
面図等

除害施設の新設等及
び使用の方法の変更
届出書


